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（注）構成割合は項目ごとに四捨五入で算出しているため、小計や合計と一致しないことがあります。

１ 県立消費生活センター受付状況

（１）相談受付件数
令和５年度に寄せられた相談件数は2,272件で、前年度（2,269件）に比べて3件

（0.1％）増加しました。うち、苦情相談が2,101 件で92.5％を占めています。

（２）相談内容等

○契約当事者年齢層別では、20 歳代から 40 歳代は増加、50 歳以上は減少

契約当事者を年代別でみると20歳代から40歳代で増加し、中でも20歳代は前

年度から17件（10.8％）の増加となりました。また、20歳未満のうち、18歳及

び 19歳の相談件数は 27件と、前年度（20件）から増加しており、20歳未満の

57.4％を占めています。

一方、50 歳代以上の各層では減少していますが、そうした中でも 60 歳以上は

971 件と全体の 42.7％を占め、依然、高齢者のトラブルが多い状況が続いていま

す。

○相談の多い商品・サービスでは、「商品一般」に関する相談が最多

相談の多い商品・サービスは、迷惑メールや不審な電話、身に覚えのない請求（架

空請求）などの相談を含む「商品一般」が223件で最多でした。次いで「化粧品」

169件、「融資サービス」121件と続きました。

「化粧品」に関する相談のうち定期購入に関する相談が約８割（79.9％）を占めて

います。また、「融資サービス」に関する相談は、前年度から33.0％増加（91件→

121件）しました。

○その他 令和５年度の特徴

①投資商品に関する相談が増加

投資商品に関する相談件数は23件と、前年度（11件）から倍増しており、詐欺

的な儲け話等に関する相談が年代を問わず寄せられています。

②30 歳未満の若者の間では脱毛エステに関する相談が増加

令和５年９月に脱毛エステ業者が倒産したことを受け、理美容に関する相談件数は

39件と、前年度（13件）から急増しており、30歳未満の若者からの相談の上位に

入っています。

２ 県内市町村消費生活相談受付状況

県内市町村の相談窓口が受け付けた消費生活相談件数は2,974件で、前年度（2,938

件）と比べて 36件（1.2％）増加しました。そのうち、消費生活センターを設置して

いる高知市、南国市、幡多広域で受け付けた相談件数の合計は2,598 件で、市町村受

付件数全体の87.4％を占めています。

令和５年度に高知県立消費生活センターに寄せられた相談等の概要



１　県立消費生活センター受付状況

（１）相談受付件数

表１　相談件数

図１　年度別推移　相談件数

（２）相談方法別

表２　相談方法別

（３）対応処理結果

表３　対応処理結果 （令和６年５月12日現在）

苦情相談 問合せ 要望 R5年度計 R4年度 増減 対前年度比

Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比

来　訪 ２２７ 10.0% ２１８ 9.6% ９

電　話 １,９７２ 86.8% １,９８７ 87.6% -１５

文　書 ７３ 3.2% ６４ 2.8% ９

合　計 ２,２７２ 100.0% ２,２６９ 100.0% ３

　消費生活相談員による相談への対応処理は、消費者への助言が57.9％であった。

１１２ １,３１５ ５１４ １５８ １２ ５９ ７４ ２８

(4.9%) (57.9%) (22.6%) (7.0%) (0.5%) (2.6%) (3.3%) (1.2%)

令和５年度の相談受付総数は2,272件で、前年度（2,269件）に比べて0.1％（３件）増加
している。

２,１０１ １７０ １ ２,２７２ ２,２６９ ３ 100.1%

増減

他機関
紹介

助言
(自主交渉)

その他
情報提供

あっせん
解決

あっせん
不調

処理不能 処理不要 その他

Ｈ26 Ｈ27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

下半期 1,525 1,590 1,400 1,671 1,165 1,189 1,114 1,167 1,183 1,114 

上半期 1,679 1,485 1,494 1,439 1,414 1,171 1,281 1,056 1,086 1,158

合計 3,204 3,075 2,894 3,110 2,579 2,360 2,395 2,223 2,269 2,272 
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（４）契約当事者別

表４　契約当事者　性別等

表５　契約当事者　年齢層別

図２　契約当事者　年齢層別

表６　契約当事者　職業別

Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比

男　性 ９４３ 41.5% ９６１ 42.4% 98.1%

女　性 １,１３９ 50.1% １,１７９ 52.0% 96.6%

団　体 １２４ 5.5% ９１ 4.0% 136.3%

不　明 ６６ 2.9% ３８ 1.7% 173.7%

合　計 ２,２７２ 100.0% ２,２６９ 100.0% 100.1%

Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比

20歳未満 ４７ 2.1% ５５ 2.4% 85.5%
（うち18歳、19歳） ２７ 1.2% ２０ 0.9% 135.0%

20歳代 １７５ 7.7% １５８ 7.0% 110.8%

30歳代 １５２ 6.7% １４５ 6.4% 104.8%

40歳代 ２７０ 11.9% ２６４ 11.6% 102.3%

50歳代 ３２４ 14.3% ３５５ 15.6% 91.3%

60歳代 ３４８ 15.3% ３５８ 15.8% 97.2%

70歳以上 ６２３ 27.4% ６８２ 30.1% 91.3%

団体・不明 ３３３ 14.7% ２５２ 11.1% 132.1%

合　計 ２,２７２ 100.0% ２,２６９ 100.0% 100.1%

Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比

給与生活者 ８３２ 36.6% ８０９ 35.7% 102.8%

自営・自由 ２０９ 9.2% ２２６ 10.0% 92.5%

家事従事者 １１５ 5.1% １２１ 5.3% 95.0%

学生 ７６ 3.3% ７２ 3.2% 105.6%

無職 ７０２ 30.9% ７９３ 34.9% 88.5%

企業・団体 １２４ 5.5% ８６ 3.8% 144.2%

不明・その他 ２１４ 9.4% １６２ 7.1% 132.1%

合　計 ２,２７２ 100.0% ２,２６９ 100.0% 100.1%

年代別にみると、70歳以上が最も多く27.4%を占め、次いで60歳代、50歳代と続いてい
る。なお、60歳以上の契約当事者全体に占める割合は42.7％と、前年度（45.9％）より下
がった。

また、20歳未満のうち18歳、19歳の相談件数は27件・1.2％と、件数・割合とも増加して
いる（前年度20件・0.9％）。

前年度比

性
別
等

前年度比

前年度比

年
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層
別

職
業
等
別

２０歳未満, 2.1% ２０歳代, 7.7%
３０歳代, 6.7%

４０歳代, 11.9%

５０歳代, 14.3%

６０歳代, 15.3%

７０歳以上, 27.4%

団体・不明, 14.7%
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２　相談内容等

（１）商品・サービス大分類別

表７　商品・サービス大分類別

※商品一般‥‥

Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比

商品一般　※ ２２３ 9.8% ２５０ 11.0% 89.2%

食料品 １６６ 7.3% １６９ 7.4% 98.2%

住居品 ９７ 4.3% ９８ 4.3% 99.0%

光熱水品 ４３ 1.9% ５５ 2.4% 78.2%

被服品 ９６ 4.2% １２２ 5.4% 78.7%

保健衛生品 ２２０ 9.7% ２５７ 11.3% 85.6%

教養娯楽品 １５３ 6.7% １６１ 7.1% 95.0%

車両・乗り物 ７５ 3.3% ６３ 2.8% 119.0%

土地・建物・設備 ５４ 2.4% ６１ 2.7% 88.5%

他の商品 １４ 0.6% ６ 0.3% 233.3%

小　計 １,１４１ 50.2% １,２４２ 54.7% 91.9%

クリーニング ６ 0.3% ５ 0.2% 120.0%

レンタル･リース･貸借 ９７ 4.3% ７９ 3.5% 122.8%

工事･建築・加工 ６３ 2.8% ６０ 2.6% 105.0%

修理･補修 ３６ 1.6% ３６ 1.6% 100.0%

管理･保管 ３ 0.1% ５ 0.2% 60.0%

役務一般 ２６ 1.1% １８ 0.8% 144.4%

金融･保険サービス ２５０ 11.0% １９２ 8.5% 130.2%

運輸･通信サービス １５７ 6.9% １５３ 6.7% 102.6%

教育サービス ５ 0.2% ２ 0.1% 250.0%

教養･娯楽サービス １４２ 6.3% １５２ 6.7% 93.4%

保健･福祉サービス ８４ 3.7% ６９ 3.0% 121.7%

他の役務 １３４ 5.9% ８８ 3.9% 152.3%

内職･副業・ねずみ講 ２４ 1.1% ２５ 1.1% 96.0%

他の行政サービス ２０ 0.9% ２３ 1.0% 87.0%

小　計 １,０４７ 46.1% ９０７ 40.0% 115.4%

他の相談 ８４ 3.7% １２０ 5.3% 70.0%

合計 ２,２７２ 100.0% ２,２６９ 100.0% 100.1%

商品・サービス大分類別でみると、「金融・保険サービス」に関する相談が最も多く、次
いで「商品一般」、「保健衛生品」と続いている。

前年度比

商品の相談ではあるが、他の分類に特定できない、または特定する必要の
ない相談。不審なメールや電話、身に覚えのない請求（架空請求）などの
相談が含まれる。

商
品

サ
ー
ビ
ス
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（２）相談の多い商品・サービス

①相談の多い商品・サービス

表８　相談の多い商品・サービス

表９　年度別推移　化粧品に関する相談件数

商品・サービス Ｒ５年度 Ｒ４年度 増減

融資サービス １２１ ９１ ３０

主に　フリーローン・サラ金 １０２ ８２ ２０

借家・賃貸アパート ６９ ５７ １２

うち　賃貸アパート ５２ ４１ １１

娯楽等情報配信サービス ５４ ４８ ６

うち　アダルト情報 ２２ ２４ -２

他の教養・娯楽 ４３ ５１ -８

うち　インターネットゲーム １７ １６ １

うち　出会い系サイト・アプリ １０ １８ -８

うち定期購入

Ｒ５ １６９ １３５ 79.9%

Ｒ４ ２０６ １８１ 87.9%

１ 商品一般 ２２３ ２５０ -２７

２ 化粧品 １６９ ２０６ -３７

３

４ 役務その他 １１８ ７４ ４４

５ 健康食品 ８０ ８６ -６

６

７ 工事・建築 ６３ ５７ ６

８ 自動車 ５７ ５５ ２

９

１０ 移動通信サービス ５２ ４５ ７

１１ 他の金融関連サービス ４４ ３８ ６

１２

１３ インターネット通信サービス ４２ ３３ ９

１４ 他の教養娯楽品 ３９ ３３ ６

１４ 理美容 ３９ １３ ２６

その他 １,０５９ １,１３２ -７３

合　　計 ２,２７２ ２,２６９ ３

年度 化粧品
定期購入
の割合

○

○
○　

○

商品・サービスの内容を詳細にみると、「商品一般」（223件）に関する相談が最も多く、
次いで「化粧品」（169件）、「融資サービス」（121件）と続いた。
「化粧品」に関する相談は、前年度に比べ18.0％の減少（206件→169件）となっている。
「化粧品」に関する相談169件のうち、定期購入に関する相談が135件で８割近くを占めて
いる。
「融資サービス」に関する相談は、前年度に比べ33.0％増加（91件→121件）し、うち、フ
リーローン・サラ金に関する相談は102件と、「融資サービス」の84.3％を占めている。
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②年齢層別で相談の多い商品・サービス

表10　年齢層別　相談件数の多い商品・サービス

２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代

他の教養・娯楽 １１ 理美容 ２３ 借家・賃貸アパート １４
全てインターネットゲーム １１ 全て脱毛エステ ２３
商品一般 ４ 融資サービス １５ 自動車 １１

うちフリーローン、サラ金 １３

化粧品 ４ 借家・賃貸アパート １１ 融資サービス １０
うちフリーローン、サラ金 ９

娯楽等情報配信サービス ４ 自動車 ９ 商品一般 ７
うちアダルト情報 ３

理美容 ３ 役務その他 ９ 化粧品 ６
全て脱毛エステ ３

内職・副業 ９ 他の教養娯楽品 ６

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代

融資サービス ２３ 化粧品 ３４ 化粧品 ４７
全てフリーローン、サラ金 ２３

商品一般 ２０ 融資サービス ２６ 商品一般 ３６
うちフリーローン、サラ金 ２０

化粧品 １７ 商品一般 ２２ 融資サービス １７
うちフリーローン、サラ金 １５

自動車 １５ 役務その他 ２０ 役務その他 １５
うち祈とうサービス ７

役務その他 １３ 健康食品 １７ 移動通信サービス １３
うち携帯電話サービス １１

７０歳以上

商品一般 ８１

化粧品 ４９

健康食品 ３７

工事・建築 ２５
うち塗装工事 ８

うち屋根工事 ７

電報・固定電話 ２４

役務その他 ２４

○
○
○
○
○

「化粧品」は、20歳代を除き上位に入っており、50歳代、60歳代では１位となっている。
「融資サービス」は、20歳代から60歳代で上位を占めており、フリーローン・サラ金の割合が高い。
「自動車」が新たに30歳代、40歳代でも上位に入った。
20歳未満、20歳代で「理美容」が上位に入り、全て脱毛エステに関する内容だった。
70歳以上では、他の年代では見られない「工事・建築」や「電報・固定電話」が上位に入っている。

１ １ １

２

２ ２

３ ３

４

４

５ ５

１ １ １

２ ２ ２

３ ３ ３

４
４ ４

５ ５

１

２

３

４

５
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（３）販売購入形態別

①販売購入形態別

表11　販売購入形態別

※マルチ ‥‥

※ネガティブ ‥‥

・オプション

（送り付け商法）

②通信販売におけるインターネット利用に関する相談

表12　年齢層別　通信販売におけるインターネット利用に関する相談件数

Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比

店舗購入 ３８９ 17.1% ４００ 17.6% -１１

通信販売 ８１３ 35.8% ８３３ 36.7% -２０

電話勧誘販売 １２４ 5.5% ９４ 4.1% ３０

訪問販売 １１５ 5.1% １１０ 4.8% ５

訪問購入 ２８ 1.2% １８ 0.8% １０

ネガティブ・オプション ２０ 0.9% １７ 0.7% ３

その他無店舗 ２１ 0.9% １６ 0.7% ５

マルチ・マルチまがい １６ 0.7% １８ 0.8% -２

小計 １,１３７ 50.0% １,１０６ 48.7% ３１

不明・無関係 ７４６ 32.8% ７６３ 33.6% -１７

合　計 ２,２７２ 100.0% ２,２６９ 100.0% ３

Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 ２９ 4.7% ３６ 5.7% ４４ 7.7%

２０歳代 ４３ 7.0% ５５ 8.6% ４２ 7.3%

３０歳代 ５２ 8.5% ４９ 7.7% ６２ 10.8%

４０歳代 １０３ 16.7% １０６ 16.7% １１８ 20.6%

５０歳代 １２９ 21.0% １４３ 22.5% １１３ 19.7%

６０歳代 １２１ 19.7% １１６ 18.2% ９８ 17.1%

７０歳以上 ９２ 15.0% ９４ 14.8% ６５ 11.3%

不明 ４６ 7.5% ３７ 5.8% ３２ 5.6%

合　計 ６１５ 100.0% ６３６ 100.0% ５７４ 100.0%

　販売購入形態は、「店舗購入」とそれ以外の「特殊販売」に大きく分けられる。
特殊販売形態では、「通信販売」に関する相談が813件と最も多く、次いで、「電話勧誘

販売」124件、「訪問販売」115件と続いた。「電話勧誘販売」が前年度と比較して30件
（31.9％）増加した一方、「通信販売」は20件（2.4％）減少が見られた。

増減
（件数）

商品・サービスを契約して、次は自分が買い手を探し、買い手が増えるごと
にマージンが入る取引形態。買い手が次にその販売組織の売り手となり、組
織が拡大していく。

契約を結んでいないのに商品を勝手に送ってきて、受け取ったことで、支払
い義務があると消費者に勘違いさせて代金を支払わせようとする商法。

通信販売におけるインターネット利用に関する相談は、前年度と比較して3.3％減少した
（636件→615件）。令和４年度に最も増加した50歳代からの相談は、143件から129件と14件
（9.8％）減少したが、依然として全体の２割以上を占めている。

特
殊
販
売
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③通信販売における定期購入に関する相談

図３　年度別推移　通信販売における定期購入に関する相談件数

表13　通信販売における定期購入の商品分類別内訳

Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

化粧品 １２７ 63.2% １６９ 65.0% ９５ 60.5%

健康食品 ４９ 24.4% ６０ 23.1% ４５ 28.7%

他の教養娯楽品 １０ 5.0% １０ 3.8% ３ 1.9%

医薬品 ６ 3.0% ８ 3.1% ５ 3.2%

その他 ９ 4.5% １３ 5.0% ９ 5.7%

合　計 ２０１ 100.0% ２６０ 100.0% １５７ 100.0%

「通信販売」に関する相談のうち定期購入に関する相談は201件と、前年度（260件）に比
べ22.7％減少している。定期購入の商品分類別内容は、「化粧品（127件）」、「健康食品
（49件）」の割合が高く、この２つで87.6％を占めている。

相談の内容としては、「定期購入でないことを確認してから注文したが、最終画面に出て
きた『特別割引クーポン』を使ったら、いつのまにか定期購入になっていた」、「定期購入
を解約したいが電話がつながらない」、「定期縛りなしとあったのに、解約するには高額な
追加料金が必要と言われた」といった内容が多い。

Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

通信販売 ６４７ ８０１ ７４２ ８３３ ８１３

うち定期購入 １７８ １９３ １５７ ２６０ ２０１

０

２００

４００

６００

８００

１０００
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（４）問題商法別

表14　問題商法別相談件数と主な商品・サービス

※無　料　商　法　‥‥

※サイドビジネス商法‥

※利　殖　商　法　‥‥

※当　選　商　法　‥‥

※クレ・サラ強要商法‥

※点　検　商　法　‥‥

※開　運　商　法　‥‥

商　　法 Ｒ５年度 Ｒ４年度 増減 主な商品・サービス

１ 無料商法 ９５ ９４ １
広告代理サービス(10)、化粧品(8)、エステ
(8)、祈とうサービス(7)、飲料(6)

２
サイドビジネス
商法

４６ ４３ ３
内職・副業(17)、外国為替証拠金取引(5)、金
融コンサルティング(4)

３ 利殖商法 ２９ １４ １５
ファンド型投資商品(9)、外国為替証拠金取引
(5)

４ 当選商法 １１ １２ -１
教養・娯楽サービス(4)、商品一般(3)、出会
い系サイト・アプリ(2)

５
クレ・サラ強要
商法

１０ ２ ８
内職・副業（4)、役務その他サービス(3)、金
融コンサルティング（2）

点検商法 ７ １９ -１２
屋根工事(3)、衛生設備工事・電気温水器・床
下換気扇・建物清掃サービス(各1)

開運商法 ７ ５ ２
祈とうサービス(4)、ブレスレット・印鑑(各
1）

アポイントメント
セールス

４ ０ ４ 複合サービス会員(3)、ブレスレット(1)

キャッチセールス ４ ６ -２
ミネラルウォーター(3)、インターネット関連
機器(1)

アンケート商法 ２ ３ -１ 電気・電子タバコ(各1）

下取り商法 ２ ２ ０ 普通・小型自動車、軽自動車(各1）

「利殖商法」は14件から29件に、「クレ・サラ強要商法」は２件から10件に増加した。一
方、「点検商法」は19件から７件に減少している。

６

８

１０

「無料招待」「無料サービス」「無料体験」など「無料」をセールストー
クや広告にして人を集め、高額な商品やサービスを売りつける商法。

「内職・副業（サイドビジネス）になる」、「脱サラできる」等をセール
ストークにした手口。

「高利回り」「値上がり確実」など利殖になることを強調して勧誘する商
法。

「当選した」「景品が当たった」「あなただけが選ばれた」などと特別な
優位性を強調して消費者に近づき、商品やサービスを売りつける商法。

クレジット・サラ金強要商法の略。「お金が無い」と言って高額な契約を
断る消費者に対して、事業者がカードローンやクレジットカードのキャッ
シングなどの借金を促し、強引に契約を結ばせる手口。

事業者が「点検に来た」と言って来訪し、「工事をしないと危険」等と不
安をあおって、商品やサービスを契約させる商法。

不幸や不安な気持ちに付け込み、高額な開運グッズを購入させたり、高額
な料金を払わせる商法。いわゆる霊感商法や占い等を含む。
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（５）架空請求・不当請求

①架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談

図４　年度別推移　架空請求相談件数

②不当請求に関する相談

図５ 年度別推移　不当請求相談件数

表16　不当請求に係る主な商品・サービス別相談件数

表15　架空請求方法別　相談件数

商品・サービス Ｒ５年度 Ｒ４年度 増減

１ 商品一般 ２２ ３０ -８

娯楽等情報配信サービス ２１ １７ ４

うちアダルト情報 １８ １６ ２

３ 借家・賃貸アパート ９ ３ ６

化粧品 ８ ７ １

役務一般 ８ ７ １

役務その他 ８ ５ ３

そ　　の　　他 ６３ ５４ ９

合　　　　　計 １３９ １２３ １６

「架空請求」に関する相談は、平成29年度には800件を超えていたが、その後大きく減
少。近年は横ばいの状態が続いており、令和５年度は前年度と比較して３件の増加となっ
た。

請求方法については、令和２年度から４年度まではメールが多くを占めていたが、５年度
は電話による請求が76.2％と変化が見られた。

請求
方法

Ｒ５ Ｒ４ 増減

メール ５ ２８ -２３

ハガキ ３ ２ １

電話 ３２ ５ ２７

文書（封書、
ＦＡＸ等） ２ ４ -２

合計 ４２ ３９ ３

不当請求（インターネット有料サイト等のワンクリック請求を含めた不当な請求）に関す
る相談件数は、平成29年度に対前年度比で半減して以来、ほぼ横ばいの状態が続いている。

２

４

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５

相談件数 326 275 263 124 124 136 120 146 123 139

0
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H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

相談件数 182 184 224 803 492 198 67 36 39 42
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（６）フリーローン・サラ金、多重債務に関する相談

図６　年度別推移　フリーローン・サラ金、多重債務、ヤミ金に係る相談件数

※左の軸は「フリーローン・サラ金」「多重債務」、右の軸は「ヤミ金」の件数を示す

表17　フリーローン・サラ金　年代別・性別相談件数

表18　多重債務残債務額別相談件数

Ｒ５年度

男性 女性 団体･不明 計

２０歳未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０

２０歳代 ８ ５ ０ １３ １０ ３

３０歳代 ９ ０ ０ ９ １２ -３

４０歳代 １２ １１ ０ ２３ １１ １２

５０歳代 １０ １０ ０ ２０ １６ ４

６０歳代 ７ ８ ０ １５ １１ ４

７０歳以上 ６ ６ ０ １２ １９ -７

団体・不明 ６ ３ １ １０ ３ ７

合　　計 ５８ ４３ １ １０２ ８２ ２０

残債務額 件数 残債務額 件数

～５０万円未満 ３ ６００万円台 ４

５０万円～１００万円未満 ７ ７００万円台 ０

１００万円台 １５ ８００万円台 ０

２００万円台 ５ ９００万円台 １

３００万円台 ４ １,０００万円以上 ７

４００万円台 ３ 不明 １５

５００万円台 ４ 合計 ６８

年齢層 Ｒ４年度 増減

フリーローン・サラ金や多重債務に関する相談は、平成23年度に半減して以来、減少傾向
が続いてきたが、令和５年度は前年度より20件増加した。前年度と比較すると70歳以上、30
歳代の層で減少が見られたが、その他の年齢層では増加している。

令和５年度は、「生活費捻出のため借金を繰り返していたが、返済が困難になった。法律
専門家を紹介して欲しい。」、「死亡した家族に借金があることが判明。どうすればいい
か。」などの相談が寄せられた。

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５

ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 1,009 445 360 265 222 153 164 171 161 117 93 91 82 102

うち多重債務 626 264 221 172 120 94 101 138 125 89 66 64 53 68

うちヤミ金 68 37 37 26 22 18 13 13 12 6 7 4 1 6
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（７）投資商品に関する相談

表19　公社債・未公開株・ファンド型投資商品　相談件数推移

表20　年齢層別　公社債・未公開株・ファンド型投資商品に関する相談件数

表21　公社債・未公開株・ファンド型投資商品に係る契約金額・既支払い金額

うち
60歳以上

うち
60歳以上

うち
60歳以上

２ ０ ０

(8.7%) (0.0%) (0.0%)

０ １ ０

(0.0%) (9.1%) (0.0%)

７ ７ ５

(30.4%) (63.6%) (29.4%)

９ ８ ５

(39.1%) (72.7%) (29.4%)

Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 ０ 0.0% ０ 0.0% ０ 0.0%

２０歳代 ４ 17.4% １ 9.1% ２ 11.8%

３０歳代 ４ 17.4% １ 9.1% ２ 11.8%

４０歳代 ３ 13.0% ０ 0.0% ４ 23.5%

５０歳代 ２ 8.7% １ 9.1% ４ 23.5%

６０歳代 ３ 13.0% ０ 0.0% １ 5.9%

７０歳以上 ６ 26.1% ８ 72.7% ４ 23.5%

不明 １ 4.3% ０ 0.0% ０ 0.0%

合　計 ２３ 100.0% １１ 100.0% １７ 100.0%

平均額 最高額 総額

契約金額 4,985,740 円 21,800,000 円 69,800,353 円

既支払額 4,425,525 円 21,800,000 円 61,957,353 円

Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度

公社債 ２ ０ ０

未公開株 ０ １ ０

ファンド型投資商品 ２１ １０ １７

合　計 ２３ １１ １７

投資商品に関する相談件数は23件と、前年度（11件）より倍増した。契約当事者の年齢層
は、20歳代から70歳代まで広く分布しており、うち60歳以上の割合が全体の約４割を占めて
いる。

「出会い系サイトで知り合った異性から投資に誘われ、複数の消費者金融で借金をして、
個人の口座に振り込んだ。利益が得られず、借金の返済が出来ない。」、「職場の同僚に勧
誘され、仮想通貨のマルチ組織のセミナーに参加。知人に紹介するつもりはないが、預け金
で儲かるならいい話だと加入した。その後、同僚に追加の入金を求められ不審。」などの相
談が寄せられた。
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（８）新型コロナウイルス感染症に関連する相談

※感染症法：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律。

表22　新型コロナウイルス感染症に関連する相談件数

表23　相談の多い商品・サービス（新型コロナウイルス感染症に関連するもの）

融資サービス

他の保健衛生品

他の保健・福祉

魚介類

音響・映像製品

旅客運送サービス

旅行代理業

他の教養・娯楽

Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度 Ｒ２年度

件　　数 １３ ５８ ７１ ２０１

商品・サービス Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度 Ｒ２年度

１ ４ ６ ６ ６

２ ２ ４ １０ ４９

３ ２ １ ４ ２

１ １ ６ ３

１ ０ ０ ０

１ ３ ０ ４

１ ３ ２ ５

１ １ ２ １

そ　　の　　他 ０ ３９ ４１ １３１

合　　　　　計 １３ ５８ ７１ ２０１

新型コロナウイルス感染症は令和５年５月８日から、感染症法上の位置付けが季節性イン
フルエンザと同様の５類に移行。新型コロナ感染症に関連する相談は13件と、前年度までと
比較して大きく減少した。相談内容は、「融資サービス」が最も多く４件、「他の保健衛生
品」及び「他の保健・福祉」が２件と続いた。

４
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３　県内市町村消費生活相談受付状況

表24　市町村窓口相談受付件数 （単位：件）

契約者
市町村

市町村
受付数

県
受付数

合計
契約者
市町村

市町村
受付数

県
受付数

合計

高知市 2,043 1,044 3,087 高知市 1,994 1,043 3,037

室戸市 7 35 42 室戸市 0 40 40

安芸市 12 60 72 安芸市 20 54 74

南国市 266 112 378 南国市 239 118 357

土佐市 8 127 135 土佐市 12 110 122

須崎市 76 45 121 須崎市 65 61 126

宿毛市 4 27 31 宿毛市 9 34 43

土佐清水市 3 18 21 土佐清水市 8 24 32

四万十市 0 33 33 四万十市 0 39 39

香南市 111 93 204 香南市 125 92 217

香美市 92 73 165 香美市 111 82 193

東洋町 0 4 4 東洋町 0 10 10

奈半利町 0 8 8 奈半利町 1 11 12

田野町 3 8 11 田野町 0 9 9

安田町 2 8 10 安田町 2 3 5

北川村 0 4 4 北川村 0 4 4

馬路村 0 1 1 馬路村 0 2 2

芸西村 2 12 14 芸西村 6 6 12

本山町 2 12 14 本山町 0 13 13

大豊町 9 15 24 大豊町 17 19 36

土佐町 1 14 15 土佐町 1 9 10

大川村 0 1 1 大川村 0 1 1

いの町 7 119 126 いの町 9 123 132

仁淀川町 4 20 24 仁淀川町 4 17 21

中土佐町 1 24 25 中土佐町 2 16 18

佐川町 1 44 45 佐川町 2 48 50

越知町 1 17 18 越知町 0 27 27

梼原町 0 10 10 梼原町 0 6 6

日高村 7 33 40 日高村 2 20 22

津野町 2 15 17 津野町 0 16 16

四万十町 10 46 56 四万十町 5 55 60

大月町 0 4 4 大月町 1 4 5

三原村 0 4 4 三原村 0 0 0

黒潮町 11 12 23 黒潮町 4 21 25

幡多広域 289 ― 289 幡多広域 299 ― 299

市町村計 2,974 2,102 5,076 市町村計 2,938 2,137 5,075

市町村不明 61 61 市町村不明 52 52

県外 50 50 県外 49 49

無回答 59 59 無回答 31 31

総　計 2,974 2,272 5,246 総　計 2,938 2,269 5,207

　　※幡多地域の相談件数　　（６市町村・幡多広域計：307件）＋（県受付：98件）＝405件

Ｒ５年度 Ｒ４年度

　県内の市町村の窓口が受け付けた相談は2,974件で、平成29年度以降、県立消費生活セン
ターの相談受付件数を上回っている。消費生活センターを設置している高知市、南国市、
幡多広域の合計件数は2,598件で、市町村受付件数全体の87.4％を占めている。

- 14 -


